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銀行業におけるコスト効率性の要因に関する実証的研究
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Abstract
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The purpose of this paper is to examine the issue of what the difference in cost efficiency of

banking correlate to. There are many studies that estimate cost inefficiencies; however, there

are few studies that explain difference in the cost efficiency. This paper particularly focuses

on the efficiency of urban bank (Toski-Ginkou) and local bank (Chihou-Ginkou) from 1993 to

1998 in Japan. First, it estimates cost efficiency, and then, it regresses estimated cost effi-

ciency to potential characteristics of banking, such as the level of use of informational tech-

nology (IT) , characteristics of bank organization, and so on.
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はじめに

国際公共政策研究 第4巻第2号

いかにコストを削減し,最小費用でもって生産活動を行うか。本論文はわが国銀行部門に

おけるこの間題に対して一考察を与えるものである。この間題はどのような企業においても

重要な関心事である。このような関心は他の企業との競争が厳しい市場において強く見られ

る。しかし, 10数年前までわが国をはじめとする多くの国において金融市場,特に銀行部門

は規制対象であり,近年ようやく金融市場の自由化が進められてきている。したがって,蘇

小費用の問題に対する関心は,かつての規制時期において他の規制外産業に比べて比較的弱

いと考えられ,規制によって保護されてきたことによる銀行部門の問題が大きく現れてきて

いる今日において,銀行部門のコスト削減問題は経済学者をはじめとする関係者の重要な関

心事の一つとなっている。

また,銀行をはじめとする金融業が情報産業としての性格が強くなっている中で,情報生

産技術の導入の程度が,銀行のコスト削減問題に対しどのように影響を与えるのかという問

題も関心を集めている。

本論文の目的は,わが国銀行部門のコスト非効率性を計測し,そのコスト効率性が近年ど

のような変化をしているかを検討すること。および,コスト非効率性を生じさせる原因を統

計的に分析し,コストの点から銀行部門の効率化を促す要因を提示することである。

銀行部門のコスト構造に関する研究は,多く存在している。わが国における銀行部門の効

率性に関する研究には,筒井(1986),粕谷(1989),粕谷(1993),そして本間・神門・寺西(1996)

などがある。

筒井(1986)は, 1980年上期から1981年下期の4期分のデータをプ-ルしたデータで簡単化

したtranslog関数をOLSで推定しているが,その結果得られた非効率性が大銀行ほど大き

くなってしまっている。

粕谷(1989),粕谷(1993)は, 1970年上期から1979年下期,および1980年上期から1986年

上期の間のデータをそれぞれプールしたデータでtranslog関数にシェア関数を連立させて

within/SUR推定によって推定している。ここで,彼はこの推定結果は筒井で見られた問題は

見られなくなっていると述べている。ここで得られた非効率性は, 1970年上期から1979年下

期において都市銀行で0.05,地方銀行で0.09,相互銀行で0.11程度存在し, 1980年上期から

1986年上期においては,都市銀行で0.04,地方銀行で0.09,相互銀行で0.11程度存在してい

る。

本間・神門・寺西(1996)は,高度成長期の1964年から1967年の4年間のデータをtranslog

型の利潤関数を推定して,利潤効率性を計算している。この推定では,銀行の生産物の特定
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をBernett-Hahm (1994)らの方法によって行い,サンプル毎にフロンティアを特定してい

る。また,彼らはここで得られた効率性を店舗数変化率,金利変化率などに回帰し,店舗規

制や金利規制などの規制が効率性にどう影響したかを分析している。

一方,海外においては,アメリカにおいて多くの研究が存在している。最近のものとして

Berger and Mester (1997)があるが, 1990年から1995年の6000程度の銀行のデータで

translog関数に近い関数を推定することによって,コスト,利潤両面から非効率性を推定し

ている。この推定において,様々な効率性概念,関数型,フロンティア分布の特定,不特定

などの推定から,効率性の概念的違い,推定の技術的違いは非効率性の推定結果にそれほど

影響しないことを示した。また彼らは,ここで得られた(非)効率性を組織の特徴,市場の

特徴などに回帰し,何が効率性に影響したかを分析している。

このように,わが国においては,これまで非効率性の推定に多くの注目が集まっており,

非効率の発生要因に対する統計的分析は,それほど多くない。確かに,非効率性の正確な計

測も重要な問題である。推定される非効率性の程度を何らかの変数に回帰させる場合特にそ

うであるが,金融自由化が進み競争の激化が生じつつあるわが国の現在の銀行部門を取り巻

く環境においては,非効率怪の分析からその要因を検討し,何らかのインプリケーションを

得ることもまた重要である。

従って,本論文は次の点で先行研究とは異なる。

第1に,サンプルについてであるが,本論文は1980年代に始まる金融自由化が浸透しつつ

ある1990年代を対象とする。この時期の銀行部門のコスト効率性の程度がどの程度であった

かを確認する。第2に,推定したコスト非効率性の程度をもとに,この非効率がどのような

要因に影響を受けるのかを検討する。この分析は,今後コスト的に効率化を進める銀行部門

にとって,また銀行部門に対する政策担当者にとって有益な結果を与えることができるであ

yr>蝣蝣)

本論文の構成は,以下の通りである。第1節(分析の方針)において本論文において用い

る非効率性の定義,非効率性の推定方法を,第2節(モデル)において本論文で非効率性の

推定に用いるモデルを述べる。第3節(データ)において(罪)効率性の推定に際し用いる

サンプルデータについて説明し,第4節(非効率性の推定結果と解釈)において非効率性の

推定結果とその解釈を行う。第5節(効率性の要因に関する分析)において,非効率性の要

因分析を行い,そして,最後の第6節(まとめ)において本論文の分析をまとめる。
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第I節　分析の方針

国際公共政策研究 第4巻第2号

第I項コスト効率性の定義

コスト効率性は,次のように定義する。ある銀行のある一定の生産量を生産するためにか

かる費用が,最小の費用にどれだけ近づいているかで示すことにする。

ある銀行の費用関数は次のように導出することができる。

C(y,w)-min{w'x:/(x)≧y)

ここで,Wは生産要素価格ベクトル,Ⅹは生産要素投入量ベクトル,yは生産量,そしてfは

生産関数を示している。生産関数で示される生産技術を完全に利用しないで生産する時生産

量γは′(Ⅹ)よりも小さくなる。これは技術的な非効率性が存在しているためである。また,

ある一定の生産量を生産する時,実際の費用は費用最小化から求められる費用よりも多くの

費用をかけているかもしれない。これは,先に述べた技術的な非効率性に加えて,資源配分

上の非効率性のためである。両者の非効率性を〝。で示すと,実際の費用Cと費用関数a*

の関係は次のように示すことができる。

C-C(y,w,uc,e)

ここで,亡は一時的にコストが大きくなったり小さくなったりする確率的な誤差を示してい

る。これを対数をとって次のように特定化する。

InC-f(y,w)+lnw,+」

つまり,最小費用/(*)と残差Inuc+eが対数費用Cに等しくなる。この残差Inuc+eは,

確率的な誤差8とこれに含まれないつまりここでは非効率性と仮定するInUcからなってい

る。

ここで,コスト効率性は,先の定義を用いて,次のように示すことができる。

efficiency'-gexp[/(*)]exp[InォH
-exp[/(*)]exp[In-u」¥

We

ォc

このコスト効率性は,1が最も効率的であり,1から小さくなる毎に効率性が低下していく。

もし,コスト効率性が0.8であるならば,最小費用の20%を浪費していることを示している。

第2項非効率性の推定方法

非効率性の推定方法には,次のものが考えられている。ノンパラメトリック法(non-

parametrictechniques)としてdataenvelopmentanalysis(DEA)など,パラメトリック
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法(parametric techniques)として確率的フロンティア・アプローチ(the stochastic

approach)や分布フリー・アプローチ(the distribution approach)などがある。ここでは,

パラメトリック法を採用する。1)

パラメトリック法は,最小費用では説明できない余分なコスト,つまり残差を計算し,そ

のうち確率的な誤差ではないものを非効率項とする。よって,残差を非効率項と誤差項に分

けることが必要になる。ここで,確率的フロンティア・アプローチは,誤差項に両側分布(過

常,正規分布)を,非効率項に片側分布を仮定し,最尤法などによって推定する。その結果,

各銀行毎に非効率項が特定できる。しかし,このアプローチは分布を窓意的に決める必要が

あり,非効率項はその分布によって左右される。

ここで,いまパネル・データを用いることができるならば,残差を非効率項と誤差項に分け

る際,この窓意的な分布の特定化を行う必要がなく分布フリー・アプローチを用いることが

できる。ここでは,パネル・データが利用可能であり,データから得られる残差が確率的フ

ロンティア・アプローチで仮定する分布に比べて大変歪んでいることから,分布フリー・ア

プローチを採用することにする。

本論文で用いる分布フリー・アプローチは,次の通りである.非効率性を含む費用関数と

費用の関係を対数をとって次の関係を導く。

InC,,-/(y,,, w,,)+lnttQ+」,,

ここで,非効率項Inuaは,時間を通じて変化しない,またeitはE[eit]-O, Var[eit}-

62と仮定する。そして,この関係式を各期毎に推定し残差を求める2)。残差はInua+sitで

あるoここで, ‡去e/,-Oを仮定すると,残差を時間について平均を取ると

去∫草(lnMa+」,,)-lnwc/で各銀行毎に非効率性¥nuc逐得ることができるoまた, ‡去」,,-0

を仮定しない場合でも,去,捕(In mc(+」,-,)-In ucですべての銀行の平均的非効率性InMa

n:

を得ることができる。3)

ここで,サンプルの期間Tが短すぎると最」,,-Oが成立しなくな。,またサンプルの期

間Tが長すぎると構造的な変化などの結果非効率項が時間を通じて変化してしまうかもし

れないことに注意する必要がある。4)

1)非効率性の各推定方法は, Greene (1997)に詳しく説明されている。
2)本論分では,この式とシェア関数を連立させてSUR推定を行った。

3)この推定方法は,基本的にBer壷erandMester (1997)と同じものである　BergerandMester (1997)では, 6年
分(6期分)を採用している。
4)分布フリー・アプローチとして,わが国において多く用いられてuる推定方法として, Within推定がある。粕谷
(1989, 1993),堀・吉田(1996)では, Within推定を用いている。しかし,この方法は何期分かで平均した変数
を用いるものであり,推定するパラメータは何期分かのものであるo本論分の著者は,各期パラメータを推定する

ほうがよりflexibleであると考え,今回の手法をとる。
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第3項　関数型の特定

費用関数の関数型として, Cobb-Douglas型やtranslog型などが考えられているが,一般

的に用いられているものはtranslog型であるoまた, Berger and Mester (1997)では,

translog型に三角関数を加えたthe fourier-flexible functional form (FFFF) (以下FFFF)

をまた採用しているoこれは三角関数を加えている分translog型よりもflexibleである。本

来,関数型を選択する際制約の少ないよりflexibleなほうが望ましいであろうが,複雑な関

数型は推定の自由度を奪ってしまうため,ここでは, translog型を採用することにする。5,

第2節　モデル

ここでは,非効率性を推定するためのモデルを示す。推定には以下のようなtranslog型費

用関数である。

】　　　　　　】  】

InCit-a+∑βalnwail+÷o!,b!.β ,InwaitInwbH.1 I

八

・ ∑ γ lny*,-,+‡ke- ′草】r*/lny*f,lny,f,k=]

I  Is

+∑　∑6u々Inwalllnjy*,-,
々= *=]

+lnォ,蝣+」,-,
(1)

銀行!-1, -,/,年:t-i.　　T

生産要素価格　a, b-¥,　A,生産物: 1-1, -, K,

生産要素:u),生産物:y,費用: C.

すなわち, A個の生産要素を投入しK個の生産物を生産するという複数の生産物を生産する

銀行部門を仮定しているoここで,本論文では, 3個(種類)の生産要素を投入し2個(檀

類)の生産物を生産するもの(#-3, A-2)とする。

(1)式の費用関数に対して,それが費用関数として望ましいものであるた糾こ次のような

制約を課す。

1交差項の対称性:βid-βji, γid-γji。

2　要素価格の1次同次性。

よって(1)式は次の式に変形される。

In Cj,/w:ii!-a+β】 ln叫,>3日+β2In w211lw-:ミZ/

5) Berger and Mester (1997)では, translog型, FFFFのどちらの関数型を用いて推定しても,推定した非効率性は
それほど変わらないことを主張している。
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・β.・ ‡ln(wul/w3) ln(w】f′/W3i,)+fi12 ^{wul/w3誹n{wmlw-Ml)

・βn÷¥n(w2il/w3U) ¥n{w2i,/w3U)

+γ In.vi,,+γ二In¥-=,,

・γ11÷¥nylulny‖′+γ】 Inyui¥ny2it+γ㍑÷Iny2UIny2i,

+8U ¥n(wuJwiu) ¥nyu,+8¥Z¥n(wullwm) ¥ny2n

+<52i ln(w2il/w3il) ¥nyul+622¥n(w2Ulw3il) lny2日

+lnut+Eii
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(2)

さらに,費用最小化の1階の条件を制約として課す。これは,シェパ-ドのレンマ

(Shephard's Lemma)を用いて次のようなシェア関数(share functions)を課す。

XinW¥n

c,,

XluWil,

c,,

*3(|W>3il

C,,

-β】+β】】 ln(wu′!wst,)+βi2(lnw2,,/M)3,-,)+<5,, ¥nyul

+512 lny2fl+M.S'H+」s]i!

-β2+β2, ¥n(wu,/wsi,)+β22(ln w2,,/M;3,,)+(52| lny川

+522 ¥ny2u+u㍊i+」S2il

-β3+β3i ln{wul/w3il)+β:i2(In w2u/ui3U)+63, lnyui

+032 In y2f,+Ms3i+」.sai(

(3)

(4)

(5)

すなわち,非効率性の推定は(2), (3),そして(4)式を連立させて, SUR (Seemingly

Unrelated Regression)によって推定する。6)

第3節　データ

第l項　生産物と生産要素

銀行部門の生産物および投入物をどのように決めるかについて,様々な考え方がある。貸

出金残高,有価証券残高,預金残高などの資産負債残高をとるもの,貸出金収益,有価証券

収益,預金金利支払いなど収益をとるもの,そして金融資産負債の保有に伴うユーザーコス

トの符号によって金融資産負債を生産物,投入物に割り振るもの(ユ-ザ-コスト・アプロー

チ)などがある。7)本論文は,データ入手容易性を考慮し次のように生産物,投入物を決定す

m

6) (5)式は,費用関数において,要素価格について1次同次性を仮定した際,費用C;生産要素価格M>1, W2をu)3で
標準化したために,連立させる必要がない。
7)資産負債残高をとる先行研究として広田・筒井(1992),粕谷(1989, 1993), BergerandMester (1997)など,収
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生産物は,金融資産残高,および収益をとる。すなわちモデル1では金融資産残高で,モ

デル2では収益をとるものとする。また,生産物を2種類に分類し,モデル1では貸出金残

高とその他金融資産残高,モデル2では貸出金収益とその他収益をとる。一方,生産要素投

入として,モデル1, 2ともに資金調達費,人件費,および物件費をとり,生産要素価格と

してこれら3つの生産要素投入額を1単位あたりで表した資金調達価格,賃金率,および物

的資産レンタル価格をとる。このように,本論文は,生産物として資産残高と収益の2つの

モデルで考えることにする。8)

費用は,モデル1および2ともに,資金調達費,人件草,および物件費を合わせたものと

する。

各銀行のこのようなデータは,各銀行有価証券報告書,各銀行ディスクロージャ-誌,大

蔵省「金融年報(銀行局金融年報)」,全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」,そして日本金

融通信社「ニッキン資料年幸田などの財務諸表から手に入れた。

第2項　サンプル

本論文で,非効率性の推定は次のような期間,銀行を対象とする1993年度から1998年度

の都市銀行,地方銀行のパネルデ-タを用いて分析を行う1980年代から始まる銀行部門を

中心とした金融自由化が浸透しつつあると考えられる1993年度から1998年度の期間を採用し

表1変数の定義

input prices

1賃金率　　　　　人件費(給与手当)/従業員数

2資産レンタル率　　物件費(営業経費一税一給与手当)/動産不動産

3資金調達価格　　　利息支払/(負債一貸倒引当金)

outputs

轄odel.

fflfte

。del.:串慧霊醜(総資産撒動産不動産)
1貸出収益

2　その他収益

資金運用収益の貸出金利息のみ

その他資金運用収益(資金運用収益-貸出金利息)

cost

費用　　　　　　資金調達費用十(営業経費一税)

出所:各行有価証券報告書およひディスクロージャー紙

益をとる先行研究として粕谷(1986)など,そしてユーザーコスト・アプローチをとる先行研究として本間・神門・
寺西(1996),大森・中島(1999)などがある。

8)本論文で用いるモデル1および2の生産物,生産要素価格,および費用の詳細は,表1にまとめている。



銀行業におけるコスト効率性の要因に関する実証的研究 121

ている。

都市鍛行は, 95年度まで東京銀行を除く9銀行, 96年以降は東京三菱銀行を含む9銀行で

ある。9)地方銀行は,全地方銀行63銀行を対象としている。しかし,データ入手の都合上,め

る期のデータがない銀行が存在している。従って, 1年におけるサンプル数は都市銀行およ

び地方銀行合わせて約70, 6年分で約420のデータを準備した。

第4節　非効率性の推定結果と解釈

先述の2),(3),そして(4)式を連立させて,SUR(SeeminglyUnrelatedRegression)

によって各年毎に推定する。費用関数は,表1に示すとおり残高を生産物とするモデル1,

収益を生産物とするモデル2の2つのモデルで行う。各年について費用関数の残差を求め,

その残差を各銀行毎に時間を通しての平均値を求める10)この平均値をその期間における

その銀行の非効率性と解釈し,これを用いて先述した手法で効率性を求める。すなわち,サ

ンプル中最も非効率性の低い銀行を最も効率的な生産活動を行っており,この水準が各銀行

にとって目指すべき効率性と解釈して,この非効率性に対する割合で各銀行の効率性を求め

る11)ここで,どの銀行にとっても目指すべき効率的なフロンティアは同一であることを仮

定している。

このように導出した効率性の程度は表2に示している。

表2の上段は,都市銀行と地方銀行が同一の費用関数を持っているものとして,1993年度

から98年度の都市銀行と地方銀行のデータから推定しているo一方,衰2の下段は,都市銀

行と地方銀行が異なる費用関数を持っているものとして,1993年度から98年度の地方銀行の

みデータから推定している12)
。また,モデル1とモデル2の違いは先述した通りである.さ

表2効率性の推定結果

モデル1　　　　　　　　　　　　　　　　　モデル2

1993-98　　1993-95　　1996-98　　1993-9　　　1993-95　　1996-9

都市銀・地方銀】 0.822836　0.850579　0.763406　0.843532　0.882605　0.787286

地方銀のみ　　　　0. 825582　　0. 854259　　0. 765933　　0. 879355　　0. 891331　0. 841153

9)東京銀行と三菱銀行は1996年度以降東京三菱銀行として合併した0本論文では東京三菱銀行をそれ以前の三菱銀行
とは別の銀行として扱う。

10)ある年の推定からある年の残差は各銀行毎に求めることができる。これを複数年で行うことによってある銀行につ
き年の数だけ求めることができる。その残差をすべての年(時間)を通して平均することで求まる非効率性は各銀
行に1ずつ求めることができる。

ll)先述したようにA銀行の効率性は,
・.,C""nexp[/(*)]explna?"
efficiency----
cexp[/(*)]exp[lnォ2] 豊で導出するo
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らに,モデル1および2の最も左側の数値は1993年度から98年度までの非効率性が時間を通

じて変化がないと仮定してこの期間6期分の平均値を求めたものである。モデル1および2

の真申と最も右側の数値は1993年度から98年度までの前半と後半で非効率性が変化している

として,前半(1993年度から95年度)と後芋(1996年度から98年度)それぞれについて平均

値を求めたものである。数値を前半と後半で比較すると少なからず変化(低下)_している。

1993年度から98年度までの非効率性が時間を通じて変化がない,つまり前半と後半に違い

は一時的なものとみなせば,モデル1,2ともにこの時期において82%から84%の効率性の

程度(16%から18%程度の浪費(非効率))であると考えられる。サンプル,推定方法が異な

るため単純な比較はできないが,粕谷(1989)が1980年から86年で4%から10%の非効率性

が存在するとしており,それよりも少々大きい。粕谷(1989)もそうであるが非効率性が最

も効率的な銀行との相対的なものであるので,各銀行の非効率性のばらつきが平均的に大き

くなってきている(最も効率的な銀行との平均的な垂離が大きくなっている)といえる。金

融自由化の進展の結果競争が激化し,各銀行の効率性のばらつきが平均的に大きくなってい

ると推測することができるが,このような効率性の程度に何が影響を与えるかの問題につい

ては,次節で検討する13)
。また,地方銀行のみで効率性をみると,モデル1で83%,モデル
2で88%の効率性(それぞれ17%,12%の浪費)である。

一方,1993年度から98年度までの前半と後半で非効率性が変化しているとみなせば,前半

と後半の効率性は都市銀行,地方銀行合わせたサンプルでモデル1が85%から76%へ,モデ

ル2で88%から78%へ低下し,地方銀行のみのサンプルでモデル1が85%から76%へ,モデ

ル2で89%から84%へ低下している。ここでも,今回の効率性が相対的なものであるので単

純に効率性が低下したと解釈するのは早計であるが,少なくとも各銀行で効率性のばらつき

が平均的に大きくなってきていることが分かる。

第5節　効率性の要因に関する分析

前節では効率性を推定した。その程度は, 1993年度から98年度までの非効率性が時間を通

じて変化がないとみなせば,都市銀行・地方銀行でモデル1, 2ともに82%から84%,地方

銀行ではモデル1で83%,モデル2で88/b。また1993年度から98年度までの前半と後半で非

効率性が変化しているとみなせば,都市銀行・地方銀行,地方銀行の両方でモデル1, 2と

もに低下していることを明らかにした。ただ効率性を相対的に測っているため少なくとも各

銀行の効率性のばらつきが平均的に大きくなっていることを明らかにした。すると次に,各

12)都市銀行については,都市銀行の数が10銀行程度しかなく,本論文の推定方法では推定不可能であった。

13)筒井・竹内・粕谷(1999)は経営悪化銀行が部分的にしか経営合理化を行っていないことを主張しているOその結
果銀行の効率性のばらつきは大きくなってきているのかもしれない0
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銀行の効率性はどのような要因に影響を受けるのかという問題が気になるところである。こ

の節ではこの問題を検討していく。

第l項効率性の要因

ここでは,前節で推定した効率性の程度を何らかの変数に回帰させることによって,効率

性と関係のあるものを探す。銀行の効率性と関係がありそうなものとして,情報通信技術の

利用の程度,組織の特徴,市場の特徴,引当金の程度,そして銀行のサイズといった5分類

に属する変数を考える。

情報通信技術の利用の程度を示すものとして「端末・パソコンの台数/総資産(RTAN)」,

「cDの台数/総資産(RCD)」,「ATMの台数/総資産(RATM)」,「勘定系コンピュータ

ー記憶容量/総資産(RKAN)」,そして「情報系コンピューター記憶容量/総資産(RJOU)」

を用いる。組織の特徴を示すものとして「外部出身役員数/役員数(RGABU)」,「役員数/

従業員数(RYAKU)」,「本店がある都道府県に存在する支店の数/全支店数(RHTEN)」,

市場の特徴を示すものとして「本店がある都道府県に存在する都銀・地銀(第2地銀含む)

の数(NB)」,引当金の程度を示すものとして「貸倒引当金/総負債(RHIKI)」,そして銀行・

のサイズを示すものとして「総資産」を用いる14)
。ここで,「勘定系コンピューター記憶容

表311変数の定義

1情報技術の利用程度

略　称　　　　　　　　　計算式　　　　　　　　　　時　期

1 I RTAN　　　端末・パソコン台数/総資産

2

3

4

RCD

RATM

RKAN

C D台数/総資産

A TM台数/総資産

勘定系C Pの記憶容量/総資産

RJOU　　　情報系C Pの記憶容量/総資産

95, 98年3月末

95, 98年3月末

95, 98年3月末

95, 98年3月末

年3月末

2組織の特徴

出GABU

YAKU

RHTEN

外部出身役員数/役員数　　　　　　　　ok i年3月末

役員数/従業員数　　　　　　　　　　　95, i年3月末

本店都道府県における支店数/全支店数　　qc; i年3月末

3市場の特徴

9NB本店都道府県における都銀・地銀の数Qt;(
tJUi<年3月末
4引当金の程度

10　RHIKI　　貸倒引当金/総負債　　　　　　　　　　95,98年3月末

5銀行のサイズ

11　GTA　　　総資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　年3月末

14)各変数の詳細については表3-1, 3-2に示しているo
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末3 2　宅恥1'<L'.'柁

1情報技術の利用程度

略　称

1　RTAN

2　　RCD

RATM

RKAN

5　　RJOU

日本金融通信社「ニッキン資料年報」

同上

1サJL

同上

同上

欄

A

B

U

岩

槻

。

>

~

X

K

K

K

、

リ

J

I

"

ハ

s

d

t

>

-

a

ハ

U

経済調査会「金融機関の投融資」

全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」

日本経済新聞社「日経金融年報」

3市場の特徴

9　　NB　　　　　　　　　　　　同上

4引当金の程度

1 0　　RHIKI　　　財務諸表

5銀行のサイズ

11　GTA　　　　　　　　　　　同上

第4巻第2号

量/総資産(RKAN)」, 「情報系コンピューター記憶容量/総資産(RJOU)」については,

都市銀行でデ-タが存在しないことが多く地方銀行の場合のみ用いるo

推定は次のように行った。第1に, 93年から98年度における都市銀行・地方銀行の平均的

効率性を上述変数の当該期間の平均値に回帰,つまり当該期間で1期と考えクロスセクショ

ンで推定している。これは,都市銀行・地方銀行から得た効率性と地方銀行のみから得たも

のとでそれぞれ行っている(推定結果:表4)。第2に, 93年から98年度を前半(93年から95

年度)と後芋(96年から98年度)に分けて,同様の推定を行っている(推定結果:表5, 6)t

第2項　推定結果

表4は93年から98年度における都市銀行・地方銀行および地方銀行のみの推定結果を示し

ている。表4によって有意水準10%で有意なものをみると,都市銀行・地方銀行では,モデ

ル1, 2ともに「本店がある都道府県に存在する都銀・地銀(第2地銀含む)の数(NB)」が

負, 「役員数/従業員数(RYAKU)」が正, 「本店がある都道府県に存在する支店の数/全支

店数(RHTEN)」が正, 「ATMの台数/総資産(RATM)」が負, 「貸倒引当金/総負債

(RHIKI)」が正で有意である。すなわち,都市銀行・地方銀行ではNBが少ないほど,

RYAKUが高いほど, RHTENが高いほど, RATMが少ないほど,そしてRHIKIが多い

ほど効率性は高いといえる。銀行業が情報産業としての性格が強くなってきていることから
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情報通信技術の利用程度は多いほど効率的であるように思えるが, RTAN, RCDは有意では

なく, RATMは逆に有意である。銀行がまだ十分に端末・パソコンを効率化に活かしきれて

おらず, ATMについては多すぎるのではないかと解釈できる。また,地方銀行のみでは,モ

デル1, 2ともに「本店がある都道府県に存在する都銀・地銀(第2地銀含む)の数(NB)」

が負, 「本店がある都道府県に存在する支店の数/全支店数(RHTEN)」が正で有意である。

地方銀行では情報通信技術の利用度はまったく有意ではなく,それよりも効率的な銀行ほど

支店が同一都道府県に集中していることから地元に密着し細やかな顧客情報を活用した生産

活動を行うことが効率性を高めているのではないかと解釈できる。

表5は93年から95年度および96年から98年度における都市銀行・地方銀行の推定結果を示

表4　推定結果(都市銀・地方銀および地方銀)

Model.1

NB

CB

RGABU

RYAKU

RHTEN

RTAN

RCD

RAT M

RAHIKI3B

RKAN

RJOU

GTA

constant

地方銀行93-98年度都市銀行・地方銀行93-98年度
値
0.013484 ***

0.762309

0.999327

0.031728 **

0.00742893 ***

0.150729

0.189381

5.37E-03 ***

0.0244435 **

0.42321 8

0 ***

係数
-0.0082083

-2.32E-02

3.56398

1.77E-O1

-42.9384

561.881

-585.092

3,20538

-4.7626

-26.0441

-9.91E-10

0.757355

t値 檀

0.0912047 *

0.843042

0.529607

0.0204864 **

0.360546

0.308319

5.llE-02 **

0.124112

0.823831

0.829212

0.881579

0 ***

t値
-2.55004

0.303902

0.0008471 33

2.20198

2.77616

-1.45654

1.32828

-2.89463

2.31 E+00

係数
-0.0092231 3

0.0185301

7.93E-05

6.8783

1.66E-01

-50.8588

587 601

-607.741

3.68992

1.22E-09

0.727732

0.806655

13.3421

Mode! size: Observations =

R-squared=.278544,

-1.73422

-0.199399

0.63458

2.4213

-0.925807

1.03298

-2.01615

1.57E+00

-2.24E-01

-2.1 7E-01

-0.1 50001

9.2572

Model size: Observation　　　49

R-squared=.240704

Model.2

NB

CB

RGAB U

RYAKU

RHTEN

RTAN

RCD

RAT M

RA川KI38

RKAN

RJOU

GTA

constant

地方銀行93-98年度
係数　　　　t値

都市銀行・地方銀行93-98年度
値
0.0262399 **

0.863105

0.930647

0.0248932 **

0.0108939 ***

0.289832

0.209458

0.0106578 ***

0.03408 **

0.132875

0.OOE+00 ***

t値
12.28203

-0.1 73204

-0.08741 62

2.30393

2.63229

-1.06843

1.2694

-2.64065

2.17137

係数
-0.007701 59

-0.00985435

-0.00763483

6.71528

0.1 47009

-34.81 08

523.985

-517.326

3.23436

檀

2.1 5E-09　　　1.52465

7.40E-01　　　1 4.532

Model size: Obsen,rations =　　68

Fit R-squaredこ.272141

-0.0067896

-0.102141

5.88756

0.126982

-30.4553

218.058

-290.761

2.02144

-7.84944

-27.2247

2.67E-09

7.92E-01

-1.88502　　　0.067299 *

-1.15422

1.37755

2.27943

-0.862898

0.526793

-1.31661

1.30399

-0.485582

-0.29841 7

0.530989

12.7186

Model size: Observations =　　49

Fit:　　R-squared=.241 912

0.25581

0.176617

0.0285033 **

0.393752

0.601481

0.196067

0.200291

0.6301 27

0.767055

0.5986

0.OOE+00 ***

***:有意水準1 %で有意
** :有意水準5%で有意
* :有意水準10%で有意

E-A:*10の-A乗
E+A:*10のA乗
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表5　推定結果(都市銀・地方銀)

第4巻第2号

Mode一.1

93-95年度　　　　　　　　　　　　　96-98年度
係数　　　t値　　　　値　　　　　　係数　　　t値　　　　値

NB　　　　　-0.00753048

CB 0.0289609

RGAB U　　　　-5.08E-02

RYAKU　　　　　　3.1961 1

RHTEN　　　　　7.78E-02

RTAN　　　　　　-43.8 1 47

RCD　　　　　　　　1 69.43

RATM　　　　　　-142.201

RAHIKI　　　　　　4.26074

GT　　　　　　　　4.54E-10

constant 0.7984 1

-2.68782　0.00929402 ***　-0.00875671

0.580445

-0.71 0593

1.67305

1.68503

-1.55674

0.624229

-1.55932

1.96E+00

0.396383

19.067

Model size: Observations =　　71

Fit:　　R-squared=.219681

0.563788

0.48009

0.0995245 *

0.0971781 *

0.124792

0.534844

1.24E-01

0.0548619 **

0.693229

0 ***

-0.0132871

-3.20E-03

10.8128

2.10E-01

-39.8733

-98.8481

-817.377

3.03372

2.17E-09

0.646045

-1.63882

-0.146018

-0.0233874

2.23342

2.34251

-0.855391

-0.1 47905

-2.1126

2.14E+00

0.921367

7.63186

Model size: Observations =

Fit:　　R-squared=.204694

0.106759 *

0.884422

0.981423

0.0294626 **

0.0226697 **

0.395916

0.88294

3.90E-02 **

0.0369334 **

0.360742

0 ***

Model.2

93-95年度　　　　　　　　　　　　　　96-98年度
係数　　　t値　　　　値　　　　　　係数　　　t値　　　　値

NB　　　　　　-0.00729033

CB 0.0241817

RGABU　　　　-0.0291 392

RYAKU　　　　　　3.73993

RHTEN 0.0757786

RTAN　　　　　　-35.4384

RCD　　　　　　　166.102

RATM　　　　　　-1 54.292

RAHlKI　　　　　　4.471 23

GTA　　　　　　　6.07E-10

constant　　　　8.1 9E-01

-2.78853

0.51938

-0.436689

2.09798

1.7597

-1.34934

0.65581

-1.81312

2.20215

0.567964

20.9706

Model size: Observations =　　71

Fit R-squared=.239387

0.00708353 ***

0,605406

0.663904

0.040127 **

0.0835565 *

0.182299

0.514453

0.0748165 *

0.0315093 **

0.572179

2.22E-16 ***

-0.00691 684

-0.06051 9

-0.01 35457

10.1688

0.200297

-22.5573

46.4895

-801.91

2.82291

3.66E-09

6.58E-01

-1.43857

-0.739092

-0.109965

2.33418

2.47863

-0.537777

0.0773037

-2.30331

2.20945

1.73045

8.63344

Model size: Observations =

R-squared= .241 615

0.155741

0.462884

0.912823

0.0231345 **

0.0161725 ***

0.592825

0.938653

0.0249307 **

0.0311767 **

0.0889605 *

O.OOE+00 ***

***:有意水準1 %で有意
** :有意水準5%で有意
* :有意水準10%で有意

E-A:*10の-A乗
E+A:*10のA乗

している。表5によって有意水準10%で有意なものをみると,モデル1, 2ともに有意な変

数とその符号は表4とほぼ同じであるが, 「本店がある都道府県に存在する都銀・地銀(第2

地銀含む)の数(NB)」が後半有意でなくなっている。

表6は93年から95年度および96年から98年度における地方銀行のみの推定結果を示してい

るo表6によって有意水準10%で有意なものをみると,モデル1,ノ2ともに前半は「本店が

ある都道府県に存在する都銀・地銀(第2地銀含む)の数(NB)」が負で有意であるが,後半

はこれが有意でなくなり, 「本店がある都道府県に存在する支店の数/全支店数(RHTEN)」

が正で, 「ATMの台数/総資産(RATM)」が負で有意になっている。すなわち地方銀行に

おいて,近年地元に密着したサービスを行うことによって効率性を高めたと解釈できるoま

た, 「勘定系コンビュ-タ-記憶容量/総資産(RKAN)」, 「情報系コンピューター記憶容量/

総資産(RJOU)」などの情報通信技術は有意でない。
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Model.1
93-95年度　　　　　　　　　　　　　　96-98年DE
係数　　　　t値　　　　　値　　　　　　　係数　　　　t値　　　　　値

NB　　　　　　-0.00668481

RGAB U　　　　-2.34E-02

RYAKU JO. 1 60855

RHTEN　　　　　5.94E-02

RTAN　　　　　　-35.7495

RCD　　　　　　　　79.1754

RATM　　　　　　-1 29.447

RAHIKI　　　　　　3.43997

RKAN 1.44E十01

RJOU 1.30E+01

GTA　　　　　　-2.98E-09

constant 0.8476 82

-2.08583

-0.31 423

-0.0626886

1.09947

-1.12262

0.255453

-1.35551

1.12E+00

1.02206

0.0935051

-0.715252

16.1668

Model size: Observations =　　53

Fit:　　-squared= .191920

0.0432578 **

0.75494

0.950319

0.277978

0.268132

0.79965

1.83E-01

0.268723

0.31 2747

0.925958

0.478507

0 ***

-0.0104557

2.41 E-02

3.04225

2.55E-01

-60.4799

-125.21

-857.61 1

3.09774

1.20E+01

3.68E+01

-5.55E-09

0.71974

ll.56803

0.145206

0.438706

2.48234

-1.03184

-0.156314

-1.75026

1.78E+00

0.507235

0.405405

-0.594879

5.55735

Model size: Observations =　　49

R-squared= .236725

0.125388

0.885336

0.663426

0.0177153 ***

0.308844

0.876635

8.84E-02 辛

0.083892 *

0.615

0.687515

0.555545

2.50E-06 ***

Model.2

93-95年度　　　　　　　　　　　　　　96-98年度
係数　　　　t値　　　　　値　　　　　　　係数　　　　t値　　　　　値

NB　　　　　　-0.00648646

RGAB U　　　　-0-0404795

RYAKU　　　　　　2.0671 8

RHTEN 0.0649831

RTAN　　　　　　-36.9497

RCD　　　　　　　　43.6436

RATM　　　　　　-83.3254

RAH】KI　　　　　　3.81092

RKAN　　　　　　4.65E+00

RJOU　　　　　　2.73E+01

GT　　　　　　　-1.09E-09

constant　　　　8.49 E-0 1

-2.36369

-0.633805

0.94086

1.40546

-1.35508

0.16445

-1.01902

1.45062

0.384869

0.229326

-0.304737

18.908

Model size: Observations =　　53

Fit R-squared=.201 146

0.0229148 **

0.529728

0.352287

0.167418

0.182813

0.870185

0.314171

0.1 54494

0.702324

0.819756

0.762108

0 ***

-0,0072821 5

-0.0858896

6.25207

0.169362

-19.6507

-136.329

-597.834

2.08643

2.04E+00

1 ,40E+01

1.77E-09

7.65E-01

-1.48068

-0.701317

1.22237

2.23916

-0.454551

-0.230753

-1.65422

1.62218

0.117517

0.209513

0.257666

8.01048

Model size: Observations =　　49

Fit:　　R-sauared= .240873

0.147157

0.487493

0.229297

0.0312431 **

0.652088

0.818778

0.106543 *

0.1 13256

0.907086

0.835198

0.798093

7.05E-10 ***

***:有意水準1 %で有意
** :有意水準5%で有意
*　:有意水準10%で有意

E-A:*W(D-Am
E+A:*10のA乗

近年銀行業におけるIT(InformationTechnology)の重要性が唱えられているが,これら

はこれまでコスト効率性には影響を与えていなかったと解釈できるのである15)
。ただ,これ
らは記憶容量であり利用度を直接表すものではないことに注意が必要である。

第6節　まとめ

本論文はこれまでの手法を用いて銀行のコスト効率性を推定し,そのコスト効率性の推定

結果を様々な銀行の特徴を示す変数に回帰させて効率性と関係がある銀行の特徴を探った。

コスト効率性の推定結果は次の通りであった。 1993年度から98年度までの非効率性が時間を

15)情報技術と銀行業との関係は, Hancock, Humphrey and Wilcox (1999)がアメリカにおける分析をしている。



128 国際公共政策研究 第4巻第2号

通じて変化がないとみなせば,都市銀行・地方銀行でモデル1, 2ともに82%から84%,地方

銀行ではモデル1で83%,モデル2で88/O。また1993年度から98年度までの前半と後半で非

効率性が変化しているとみなせば,都市銀行・地方銀行,地方銀行の両方でモデル1, 2とも

に低下していることを明らかにした。また,効率性と関係がある銀行の特徴として,次のこ

とを確認した。第1に,銀行がまだ十分に端末・パソコンを効率化に活かしきれていないこ

と。第2に, ATMが過剰であり,コスト効率性を低下させていること。そして第3に,地方

銀行において,近年地元に密着したサ-ビスを行うことによって効率性を高めていること0

本論文は以下の点でまだ十分なものとはいえない。第1に,非効率性はどれだけの期間時

間を通じて変化しなかったかである。これは非効率性を求める時の平均をとる期間にかかわ

る。第2に,効率性と関係がある変数についてである。本論文で用いた変数は効率性との関

係をとらえるのに十分とは言い難いかもしれない。これらの問題を考慮に入れた更なる分析

が今後必要であるといえる。
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